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要  約 
本論文の目的は日本統治時代の台湾における同化教育の展開を台湾総督（府）
の施政方針及び教育現場における学校建築・施設、学校行事、生活訓練、修身教
育という五つの側面から分析し、同化教育の実態を一層鮮明にし、また、その成
果を検証することである。このため、台湾総督府の行政文書、学校文書、台湾教
育会関係文書などの新たに発掘した一次資料に加え、証言録やインタビュー調査
による証言も資料として用い、同化教育の理念と政策、そして実施過程及びその
成果を総合的に捉え、厚みのある「歴史事実」を浮き彫りにした。 
日本統治時代の台湾における同化教育に関する従来の研究を総括すると、同
化教育とは「一視同仁」（日本人と平等に扱う）の施政方針の下で忠君愛国の精
神を持つ「日本人」を養成する教育と定義される。先行研究では、日本統治時
代の台湾における教育政策、特定分野（国語教育）などの同化教育が論じられ
てきた。しかし、同化教育の変容•実態を総合的に論ずる研究は少ない。同化教
育がどのように実践され、また、それがどのような意味を持ち、どれだけの影
響を与えたのか、その全体像についてこれまで十分検討されてこなかった。 
本論文は、このような研究水準を踏まえ、マクロな教育政策からミクロな初
等学校における同化教育実践までを視野におさめ、同化教育の総体を多面的か
つ動態的に明らかにした。 
このような研究目的を達成するため、本論文は以下の 3 点の解明を分析課題
とした。第一に、これまでの先行研究で十分調査•分析されてこなかった初等学
校の教育現場における同化教育の質的変容の過程についての検討である。第二
に、同化教育は特定の教育活動の中で行われていたわけではなく、学校教育全
体を通じて行われた。そのため学校教育全体を同化教育の視点から捉え、教育
方針や教育活動との関連において、具体的な同化教育の内容を明らかにする。
第三に、同化教育の成果を明確にすると共に、同化教育の性格·位置付けを再検
証する。 
以上のような視点から、本論は序章と五章と終章で構成されている。その内
容と展開は以下の通りである。 
第一章では、植民地時代における台湾総督施政方針、法令、規則並びにこれ
らに基づいて作成された個々の学校の「教育方針」の両面から、同化教育の政
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策方針及びその史的展開をたどった。総督施政方針は学校の教育方針と教育規
則の中に文言として確認できる。実際の学校教育においては常に同化が強調さ
れていたわけではないようにも見えるが、学校の教育方針と教育規則には同化
の理念が貫かれていた。これらの一連の過程の中に、教育方針を通して台湾人
のアイデンティティを変化させ、日本国民としての意識を植え付ける同化教育
が本格的に実施されていく様相を読み取ることができる。 
第二章では、日本統治時代の台湾における学校建築・施設の特色を考察し、
同化教育における役割を明らかにした。学校建築は学校の中で生活する台湾人
児童の学習環境を規定するものであり、直接・間接に台湾人児童に影響を与え
る。台湾総督府は、日本「内地」と同じような校舎だけでなく、二宮尊徳像や
校内神社、奉安殿などを設置するなど、台湾人児童の精神形成に大きな効果を
持つ各種の建造物などの物理的な学習環境の整備によって、同化教育を推進し
た。 
第三章では、学校行事（朝会、校歌、祝祭日行事など）を通してどのような
同化教育が行われていたのか、また、学校行事に利用された学校建築の活用の
仕方について検討した。台湾では、第一次台湾教育令発布前、日本の法令を参
考にして学校行事を試行していた。第一次台湾教育令発布後は神社参拝が強調
され、学校行事の内容も多様化した。第二次台湾教育令発布以降、国体精神が
強調されるようになった。 
第四章では、学校経営案における訓練要目や体罰問題を取り上げ、生活訓練
を通した同化教育の実状について明らかにした。日本統治時代には日本と台湾
との生活訓練の関連性が見られ、天皇への忠誠心などが共通していた。学校経
営は教授、訓練、養護の広範囲にわたり、特に訓育・訓練は生活訓練の最も直
接的な方法であった。学校（級）経営案には生活訓練に関する内容が頻繁に述
べられており、管理訓練の内容を通して教師の責任感を高め、ひいては従順な
児童を養成しようとしたのである。なお、体罰は本来禁止されたものの、教育
現場では広く行われており、同化教育の手段としても利用されていたことが明
らかになった。 
第五章では、同化教育を実施する上で重要な位置を占めていた修身教育、と
りわけ修身科の内容をもとにその同化教育の特徴を明らかにした。時代を追っ
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て修身教科書の内容に「道徳教育」や「忠君愛国」等の価値観形成に関わる内
容が増加していく。これと同時に、台湾総督府編纂の修身教科書は日本内地の
修身教科書との関連性（内台一体）が強められていった。 
終章では、前章までに検証したそれぞれの分野における同化教育について、
台湾人を対象とした初等教育全体を視野に入れて整理し、時代に伴う変遷を確
認した上で、同化教育の特徴と成果を分析した。以上の分析を踏まえ、以下の
結論を得た。 
同化教育は、1）量的側面においては、草創期から普及定着、強化充実、そし
て徹底と広がりと厚みを持っていくという一つの方向で理解できるが、2）質的
側面においては、当初は同化教育を展開しながらも、台湾の民族性を全否定し
なかった。「民族融和」の契機が容認されていたのである。しかし、その「民族
融和」政策は戦争によって次第に後退した。このように、植民地台湾における
同化教育は、融和の時代と同化教育徹底の時代とに分けて理解することができ
る。これが、同化教育の時代的変遷における結論である。 
では同化教育には、いかなる成果があったのであろうか。このことを 1）「日
本人化」がどの程度台湾の子どもたちに浸透したかという同化教育の成功の度
合い、2）これまで指摘された同化教育に隠された「差別」の意図の有無という
命題について改めて考察してみたい。 
 
1. 同化教育は成功したか 
 まずは量的側面からみると、台湾総督府は統治初期に早くも日本語教育機関
の「芝山巖」さらに国語伝習所を設立し、日本語教育を開始した。その後、台
湾人児童のための初等学校として「公学校」を開設し、公学校を基盤として語
学教育を含む同化教育を展開していった。公学校の設置普及こそ同化教育を進
めるための基礎条件であり、この基礎条件を確実に整備するための努力を台湾
総督府は続けた。 
公学校（1941 年から国民学校）の設置によって、台湾人児童の就学率は飛躍
的に伸び、統治初期の男子 11.5％、女子 1.5％から統治末期の終戦直前には男
女平均 71.3％になった。同化教育がこうした就学率の伸びによって、より広範
に実施されていったことを最初に確認しておく。 
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このように、多くの台湾人児童に働きかけられた同化教育はどのような成果
をもたらしたのか。 
同化教育は言語教育のみならず、学校建築・施設、学校行事、生活訓練、修
身を中心とした教科教育など学校教育のあらゆる場面を通じて実践された。こ
の広がりと厚みを持って徹底した同化教育が一定の効果を持って子どもの心の
中に浸透していたであろうことは疑いがない。「日本治台 50 年間当局が実施し
た政治の中で、台湾人が一番利益を受けたのは教育の成功である、と認めるの
に吝かでない」（清水公学校児童であった楊基銓）という証言は、その教育水準
の向上を肯定しており、同化教育への反発はなく、「内台一体」の同化教育政策
は成功したかのような印象を与える。 
しかしながら、同化教育政策はあらゆる場面で様々な手段でもって実施され
たものの、その究極の目的である「日本人」を育てることに成功したとは言い
がたい。実際、「異民族の同化は困難に相違ない」（内務局長末松偕一郎）と台
湾総督府関係者が自ら認めているように、同化教育はたやすいことではない。
もともと同化政策は植民地統治のための政策であり、被統治民である台湾島民
が抵抗して統治を脅かさず、統治を完遂するための手段として採用されたはず
である。 
同化教育政策の困難さのため、中国人である台湾島民を精神もろとも威圧的
に「日本人化」することは得策ではなく、そこには民族性に対する一定の配慮
が必要であった。たとえば孔子廟への参拝や記念地への遠足を認めていた事実
は、台湾総督府が台湾島民の文化や伝統、民族性を一挙に否定することの困難
さと、さらには抵抗を招きかねない危険性を認識していたことの証左であろう。 
台湾島民から自発的な恭順を引き出し、精神構造の完全なる転換が「同化」
の目的であるとするなら、「同化」にはやはり限界があったとみるべきであろう。
証言録では体験者が肯定的、好意的な叙述をする中で、「国体観念、日本国民た
る誇りや、日本国民たる覚悟を体得又は自覚すれども当時は主として観念が培
はれたのみで、情に訴へ意を動かし態度に現はす、即ち自ら進んで形式に具現
する方面は比較的閑却されたような気がしました」（彰北公学校児童であった王
楽得）との言葉が、多くの台湾人児童の気持ちを代弁している。これは当時の
調査においても確認できる。1927年の道徳意識の調査において、「最も深く恩を
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受けて居るお方」として「天皇陛下」が最も多く挙げられている。これは「観
念が培はれた」結果を反映している。しかし、「神に対する観念」として挙げら
れているのは「天照大神」よりも、台湾土俗の信仰対象である海の神「媽祖」
が多かった。これらのデータは民族性の克服がいかに困難かを物語っている。 
 
2.同化教育に「差別」の意図はあったのか 
同化教育の成果に関わる問題である。仮に「差別」の意図があったとすれば、
同化教育は完全な「同化」を目指すものではなく、統治を容易ならしめる「抵
抗しない」疑似日本人を育てるものとなる。これは中国人の民族意識を残すこ
とにもつながっていく。 
もとより異民族を同化する試みは、その民族の言語、文化、精神構造をすべ
て捨て去らせ、新たな言語、文化、精神構造を植え付けて他民族のアイデンテ
ィティを形成させるものであるから、もとの民族性に対する未練を残さないた
めにも差別意識、すなわち捨て去るべきは劣等なる己の民族性であるという意
識をすり込む契機をはらんでいる。ここで問題とするのはそのような劣等民族
であるという差別意識のすり込みを、同化教育が教育内容として意図的に持っ
ていたかということである。 
本論文では、差別の意図があったという仮説をいったん立てながら、台湾総
督の施政方針、そのもとにおける初等学校の教育方針、学校建築･施設、学校行
事、生活訓練、修身教育について詳細に実態の解明をしてきた。しかしながら
結論を言えば、筆者には同化教育の内容そのものについて差別の意図があった
との証左になる具体的な事例はみて取れなかった。どの場面の同化教育におい
ても、教育勅語を中心思想としながら、忠君愛国とともに、日本人としての教
養文化、徳目を育てようとする内容であった。 
孔子廟参拝や歴史記念地への遠足や修身科教科書における「台湾事物」の記
述などは、これによって中華民族を貶め、民族の被差別感を強調するという扱
われ方はしていない。このことはむしろ一挙に民族性を排除することへの抵抗
を懐柔するための「民族性への配慮」とみるべきであろう。 
教育内容における差別が認められないにもかかわらず、「差別の意図があった」
という指摘がある。それは同化教育そのものの問題というより、これを取り巻
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く環境の問題であろう。 
最も大きな差別を感じさせるものは、同化教育のための基本装置であるべき
学校が、日本人と住み分ける「公学校」として設置されたことであろう。この
住み分けによって日本人と台湾島民は「同居できない」、「異なった種類の」人
間であることが当然、意識に植え付けられる。まして、その施設設備にかける
学校経費の違いが明らかであったとすれば、その被差別意識はなお一層強くな
るであろう。後に日本人と台湾人との「共学」が認められたとしても、公学校
そのものは統治末期の国民学校への統合まで維持存続され、この「差別」は同
化教育に少なからず影響を与えていたと思われる。しかも公学校だけではなく、
就業など社会生活全般においてこの差別は実態として存在した。こうした「社
会構造的な差別」が同化しようとしてもなお同化しきれない意識を生んでいっ
たのではないか。 
さらには教員の意識も関与していたと考えられる。公学校では多くの日本人
教員が日本語で台湾人児童を教えていた。また日本人教員たちの残した生活訓
練記録などにも散見されるように、異民族であるが故に困難を感じながらも真
摯な教育実践を行った。しかし、日本の台湾統治政策という全体構造から見れ
ば、日本人教員は統治者の一員として渡台したのであり、台湾島民を劣等民族
として見下す意識から自由ではなかった。こうした日本人教員の意識が内地と
同じことを教えながら、教わる側の子どもたちには「早く内地の子どもたちに
追いつく」という遅れた感覚を教員の無意識のうちに伝えていた。 
このような社会構造的な差別の実態と日本人教員の統治民族としての優越感
は、同化教育政策そのものに含まれるものではなく、潜在的に機能した。むし
ろ「内台一体」という完全な同化の理念の実現を阻害する要素として働いた。 
異民族の民族性を根絶させ、精神構造から根本的に同化させる試みは、本論
文で多角的に考察してきたように、広範に徹底して行われたとしても不可能な
試みである。植民地支配に関わる社会構造的な差別や統治側の優越感を完全に
解消しなければ、被支配者側の被差別感を払拭することはできず、同化は十分
な効果を達成することはできない。被支配者を第二の日本国民として統合する
試みは、同化の仮面をかぶった被統治民族を作ることにしかならない。 
以上を要約すれば、台湾統治時代の初等学校における台湾人児童に対する同
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化教育の成果については、1）忠君愛国などの日本精神を観念的に身に付けさせ
ることはできたが，台湾人児童から中国人としてのアイデンティティを完全に
払拭することはできず、「同化教育」には限界があった、2）成果に関わる問題
として同化教育に民族の「差別」意図があったのではないかという見解に関し
ては、同化教育実践それ自体に差別を意図する内容はなかった、3）ただし、公
学校設置による台湾人児童の分離など、教育制度上の差別、社会構造的な差別
が存在した。この三点をもって本論の結論とする。 
本論文では、同化教育の政策方針と実践について史料や証言録を検証すると
ともに、かつて公学校に学んで現在も日本や台湾に生存する人々へのインタビ
ューを行った。このインタビュー証言記録を研究にも使用したが、未使用の部
分も多く残った。貴重な生の声をさらに整理吟味し、今後の研究につなげてい
くことを課題としたい。 
 
 
 
